
 

令和７年７月 １日 付け、大市会 第 82 号 に よ り  

送付のあった 質問 主意書に対す る答 弁書について  

 

 

令和７年７月 １日 付けの質問主 意書 について 、以下の とおり回答い た

し ま す 。  

 

① 【 宿泊施設 の実 態把握につい て 】  

2025 年 ５ 月 27 日付の読売新聞 の報 道に「大阪 市が認 定・許可し てい

る特区民泊や ホテ ル、旅館な ど計 7819 施設（３月末 時点）のう ち、300

超の施設で 、複数 の業者を重複 して 認定・許可 してい ることが市へ の取

材でわかった 。以 前の業者が廃 業し たのに届けて いな いためで、施設数

が重複計上さ れて いた。施設 数は国 の統計などに も使 われている 。市が

宿泊施設の実 態を 正確に把握で きて いないことに なり 、専門家か ら疑問

の声 が上 がる。」 とあ るよ うに 、非 常に 杜撰 な管 理体 制と 言わ ざる 得な

いが、な ぜこのよ うな管理体制 とな っているのか 。ま た、今後 どのよう

に改善してい くの か市長のご所 見を 伺いたい 。  

 

 

①  に つ い て  

・  「 厚 生 労 働 省 関 係 国 家 戦 略 特 別 区 域 法 施 行 規 則 」 に お い て 、 事 業 者

の 義 務 と し て 、廃 止 届の提出が 規定 されている。  

 

・  保 健 所 で は 定 期 的 に 施 設 へ の 立 入 等 調 査 を 行 っ て お り 、 そ の 際 に 事

業 を 廃 止 し た と 聴 取 し た 場 合 に は 廃 止 届 の 提 出 を 求 め る 等 、 事 業 者

へ必要な指導 等を 行っている 。  

 

・  今 回 の 件 を 受 け て 、 現 在 許 認 可 が 重 複 し て い る 疑 い が あ る 施 設 に つ

い て は 、 事 業 者 へ の 廃 止 確 認 を 順 次 行 い 、 精 査 す る と と も に 、 事 業

者 へ 廃 止 届 の 提 出 等 法 令 遵 守 の 徹 底 に つ い て の 周 知 及 び 新 規 受 付 の

際 の 施設台帳 と の 突 合 な ど 重複 防止 の対応 を 行っ てい る。  

 

・  さ ら に 、施 設の営 業実態を早期 に把 握するための 体制 を整備する等 、

保健所の監視 体制 を強化し、 よ り効 果的な 台帳の 整備 や 民 泊 施 設 の

適正化に努め て い く 。  

 

 

 

 



② 【 此花区の 大規 模民泊につい て 】  

 大阪市此花 区春 日出南に、 14 階 建、全 212 室・年 間 19 万人利用想 定

という巨大な 特区 民泊（運 営主体：信和ホテルズ 株式 会社）が 開業しよ

うとしている 。天 然温泉完備と 記載 があり、仕 様とし ても明らかに ホテ

ルであるもの の、民泊として開 業を 進めている 。これ は特区民泊制 度の

隙間をぬった 脱法 的申請である と考 える。すで に 2 万筆越えの反対 署名

が提出され 、地域 住民との合意 が取 れているとは 到底 考えられない 。現

状把 握を 進め た上 で、 今後 の特 区民 泊制 度の 乱用 を防 止す る意 味で も、

6 月 27 日付で許 可された申請 を改 めて却下とし 、大 規模民泊に対 する

規定を明確に 設け るべきと考え るが 市長のご所見 を伺 いたい。  

 

 

②  に つ い て  

・  本 件 は 、 特 区 民 泊 と し て は 居 室 数 が 大 規 模 で あ り 、 こ れ ま で 特 区 民

泊 制 度 に お い て 例 を 見 な い 案 件 で あ る と 認 識 し て い る が 、 特 区 民 泊

と し て の 認 定 要 件 を 満 た し て い る た め 、 現 行 の 法 制 度 で は 認 定 し な

いという判断 は難 しい 。  

 

・  認 定 前 に 地 域 住 民 か ら 懸 念 の 声 が 多 数 寄 せ ら れ た こ と か ら 、 地 域 住

民 と の 調 和 と 暮 ら し を 守 る た め 、 継 続 し た 協 議 の 場 を 設 け て い た だ

き た い と い う 思 い で 、 認 定 後 に 要 請 書 を 交 付 し 、 事 業 者 に 誠 意 あ る

対応を特にお 願い し た ところで ある 。  

 

・  特 区 民 泊 に 限 ら ず 、 民 泊 に つ い て は 周 辺 住 民 と の 共 存 が 重 要 で あ る

こ と か ら 、 本 市 で は 「 国 家 戦 略 特 別 区 域 外 国 人 滞 在 施 設 経 営 事 業 に

関 す る 条 例 」 に お い て 、 申 請 前 に 周 辺 住 民 に 対 す る 「 説 明 会 」 の 開

催 を 義 務 化 し 、 周 辺 住 民 の 理 解 を 得 る よ う 努 め 、 反 対 意 見 に は 誠 意

を も っ て 対 応 す る よ う 事 業 者 に 求 め て お り 、 今 後 も 特 区 民 泊 の 特 定

認定に際して は、 より周辺住民 との 調和を重視し て い く 。  

  



③  【 大阪市内へ の特 区民泊の集中 につ いて 】  

国家戦略特区 制度 を用いた特区 民泊 の開業数は 6,194 施 設 17,016 室

となっている（内 閣府国家戦略 特区 実績令和 7 年 5 月 26 日更新）。こ れ

は 2 番目に多 い東 京都大田区の 301 施 設 714 室を大き く引き離し 、特区

民 泊 の 95％ が大 阪市 内に 集中 して いる 。明 らか に大 阪市 に偏 重し てお

り、この 背景には 外国人富裕層 へ向 けた、物 件購入か らリフォーム 、申

請 か ら 運 営 管 理 ま で が 一 体 と し て ビ ジ ネ ス セ ッ ト に な っ て い る こ と が

挙げられる 。急激 な民泊開業は 地域 とのトラブル を生 み、不動産 価格の

不当な高騰に も繋 がりかねない 。早 急に総量規制 を行 なうべきと考 える

が、市長のご 所見 を伺いたい。  

 

 

③  に つ い て  

・  観 光 庁 の 「 宿 泊 旅 行 統 計 調 査 」 に よ る と 、 市 内 の ホ テ ル ・ 旅 館 ・ 簡

易宿所の客室 稼働 率は、特 区民泊制 度導入前の平 成 27 年 に は 85％ 程

度 で あ っ た が 、 令 和 ６ 年 で は 来 阪 外 国 人 旅 行 者 数 が 716 万 人 か ら

1,409 万人に倍増 しているにも 関わ らず、75％程度に 抑えられてい る

状況となって いる 。  

 

・  こ の 間 、 市 内 の ホ テ ル ・ 旅 館 ・ 簡 易 宿 所 の 客 室 数 が 増 加 し た こ と を

考 慮 し て も 、 民 泊 施 設 が 観 光 客 の 宿 泊 ニ ー ズ に 一 定 応 え て き て い る

ものと考えら れる 。  

 

・  民 泊 の 総 量 規 制 に つ い て は 、 民 間 の 営 業 の 自 由 を 阻 害 す る お そ れ が

あることから 、法 的に困難であ ると 考えている。  

 

・  一 方 、 特 区 民 泊 の 増 加 に 伴 い 、 様 々 な 課 題 が 生 じ て い る と 認 識 し て

お り 、 関 係 局 間 で 連 携 し 、 法 的 な 課 題 整 理 も 含 め 、 鋭 意 協 議 を 進 め

て い く 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



④ 【 地域合意 を踏 まえた開業許 可の 実施 】  

 現状、特 区民泊 は申請認定で あり 衛生面を中心 に書 類さえ揃えば 開業

ができる仕様 とな っている。特に開 業によって影 響を 受ける地域住 民へ

は、原則とし て近 隣 20 メートル以 内の説明のみ が必 須要件となっ てお

り、地域合 意が得 られずどんな に反 対意見があっ ても 認可がなされ てし

まう。地域 住民へ の説明責任を 明確 化し、明ら かに地 域間合意が得 られ

ていない場合 は認 定をしない要 項を 設けるべきと 考え るが、市長 のご所

見を伺いたい 。  

 

 

④  に つ い て  

・  「 国 家 戦 略 特 別 区 域 法 施 行 令 」 に お い て 、 特 区 民 泊 の 認 定 要 件 と し

て 申 請 前 に 周 辺 住 民 に 対 す る 「 適 切 な 説 明 」 を 行 う こ と が 規 定 さ れ

て い る 。周辺住 民 とは、「 厚生 労働 省関係 国家戦 略特 別区域法施行 規

則 」 に お い て 、 原 則 、 施 設 に 隣 接 す る 土 地 に 存 す る 建 築 物 に 居 住 す

る 者 、 施 設 の 敷 地 が 道 路 、 公 園 そ の 他 の 空 地 に 接 す る 場 合 は 当 該 敷

地 と 道 路 等 の 境 界 線 か ら の 水 平 距 離 が 十 メ ー ト ル の 範 囲 内 の 土 地 に

存する建築物 に居 住する者とさ れて いる。  

 

・  本市では「 国家戦 略特別区域外 国人 滞在施設経営 事業 に関する条例 」

に お い て 、 申 請 前 に 周 辺 住 民 に 対 す る 「 説 明 会 」 の 開 催 を 義 務 化 す

る と と も に 、 説 明 内 容 に つ い て も 明 確 化 し 、 周 辺 住 民 へ の 丁 寧 な 説

明を事業者に 求め ている。  

 

・  国 の 通 知 に お い て は 、 同 意 の 取 得 ま で は 求 め な い も の の 、 周 辺 住 民

の 理 解 を 得 る よ う 努 め る こ と や 、 反 対 意 見 に は 誠 意 を も っ て 対 応 す

る こ と と さ れ て い る 。 そ の た め 今 後 も 、 特 区 民 泊 を 行 う 上 で 、 周 辺

住 民 に 適切な 説明 を 行うよう事 業者 に 働 き か け て まい りたい 。  

  



⑤ 【 営業許可 の取 り消しについ て 】  

民泊開業後 、騒音 や廃棄物のト ラブ ルによって地 域住 民からクレー ム

が起きても認 可の 取り消しは難 しく 、地域住民 は泣き 寝入りとなっ てい

る。世界 各地から 宿泊客が来る こと 、また旅 行先で気 分が高揚し 、地域

の安全と安心 を害 する行動を取 る者 も少なくない 。そ れらは当然 、開業

者の責任とな るが 、行政側か らの指 導方法が緩く 、宿 泊者のトラブ ルを

減らす抑止力 とな っていない 。地域 間のトラブル が連 続し常習化し てい

る場合は認可 を取 り消せる、強い規 定を設けるべ きと 考えるが市長 のご

所見を伺いた い。  

 

 

⑤  に つ い て  

・  「国家戦略特 別 区 域 法」において、事業者への改 善命 令や営業停止 、

認定取消につ いて の規定がある 。  

 

・  周 辺 住 民 か ら の 苦 情 に 対 し て 適 切 に 対 応 し な け れ ば な ら な い と い う

規 定 も そ の 1 つで あるが、「適 切な 対応」について 法 令では具体的 に

定められてい ない 。  

 

・  そ こ で 、 法 を 所 管 す る 内 閣 府 と そ の 具 体 的 内 容 に つ い て 協 議 し た う

え で 、 改 善 の 指 導 に 従 わ な い 悪 質 な 事 業 者 に 対 し て 営 業 停 止 や 認 定

取 消 等 の 不 利 益 処 分 を 行 う こ と が で き る よ う 、 条 例 等 に 明 文 化 す る

な ど 、 より実 効性 ある規定の整 備を 検討していく 。  


